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第２章 背景

◇上位計画
大阪府国土利用計画（第四次）（平成22年10月）

北部・東部・南部大阪都市計画区域マスタープラン（平成23年3月）

主要道路等

重点的に施策を推進する区域

みどりの大阪推進計画(平成21年12月）
◇人口減少および少子高齢化

第３章 見直しの必要性、方向性

◇見直しの方向性

第４章 見直しの対象範囲

◇対象
（建築制限がかかる民有地を含む11公園の未着手区域）

・公園緑地は足りない
・府民はまだまだみどりが足りないと感じている
・府民は公園などの公共の取組み、民有地緑化や既存の緑の保全など
多様なみどりづくりが必要と認識

・上位計画においてセミパブリック空間を重視

現状

背景

都市づくりにおいて「みどり」の施策を重要視方向性

「みどり」の充実を一層しっかりと行っていける現実性のある施策を展開

建築制限の長期化への対応、説明責任の明確化
災害リスクへの対応、みどりの早期確保

課題

都市計画公園・緑地の見直し

国の都市計画の
方向性の変化

利用者減、利用者層
・利用形態の変化

一層の長期化 防災対応等
機能面の優先化

環境問題の
深刻化

財政状況の
悪化

都市環境の
悪化

災害リスクの
高まり

人口減少および
少子高齢化

都市計画の
見直しを重視
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◇都市公園事業費

◇社会資本整備審議会における動向
社会資本整備審議会都市計画・歴史的風土分科会都市計画部会
都市計画制度小委員会のこれまでの審議経過について（報告）

（平成23年2月）

●30年後は現在より162万人、18％の人口減
●高齢者は1.4倍に増え、 年少者は約6割に落ち込む予測
⇒必要量、施設内容の見直しが必要

大阪府域の都市公園事業費推移

５２％減５２％減

◇東日本大震災
東日本大震災からの復興に係る公園緑地整備の

基本的考え方（中間報告）国土交通省（平成23年10月）

あらゆるハード・ソフトによる多重防御の一つとしての減災効果を期待

①津波エネルギーの減衰、漂流物の捕捉等
②津波に対する避難路・避難地
③復旧・復興支援の場
④メモリアル公園や防災教育機能等

樹林により被災から守られた建築物（出典：青森県）

◇都市環境の悪化

点線内：優先対策地域
（赤：地表面温度

33℃以上）

（出典：大阪府ヒート
アイランド対策推進計画）

大阪府ヒートアイランド対策推進計画による優先対策地域

●府域の気温は100年間に2.1℃上昇
●生物多様性の急速な低下
●平成19年までの40年間で山林・原野等12％、
農地47%減少
⇒早急な対策が必要

災害リスクの高まりによる
安全・安心への希求

全都市計画決定の
完了にあと160年かかる

１）持続可能な集約型都市構造化という
基本方針の明確化

２）都市計画の見直しの重視

第１章 現状

◇府域における都市計画公園・緑地の現状
大阪府域における都市計画公園・緑地の状況

（平成22年3月末時点） ※府営公園・国営公園含む
未着手区域における都市計画決定経過年数の状況

（平成22年3月末時点） ※府営公園・国営公園含む

◇一人当たりの都市公園面積

●大阪府域におけるすべての都市計画公園・緑地約5,942haのうち、
約3割にあたる1,705haが未着手（平成22年3月末時点）

●未着手面積のうち、都市計画決定後30年以上経過しているもの
は88％を占める
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一人あたり都市公園開設面積比較表（平成22年3月末時点）

●大阪府の住民一人あたりの都市公園面積5.3
㎡/人（政令市含む）（平成22年3月末時点）

●平成23年11月の都市公園法施行令改正によ
り、技術的基準の標準値【10.0㎡/人以上】は
参考斟酌値となった

公共空間、民有地などの様々な戦略により
府民実感のあるみどり施策を実施

◇府営公園の現状

【単位：ha】

都市計画公園（府営公園）の進捗状況
（平成23年4月末時点）

都市計画公園・緑地だけでなく、施設緑地や地域制緑地等を
一体的に評価する仕組みについて検討

セミパブリックの概念

市町村公園と大規模公園は、機能や規模等が異なることか
ら、別々の検討が望ましく、まず、府が設置管理を行い、都
市計画権限を持つ大規模公園（府営公園）を対象とする

将来像
「みどり豊かで美しい大阪」

見直しは特別な問題ではなく、当たり前の都市
計画運営の一環ととらえて、取り組んでいくべき
である。必要性の検証が行われることによって、
検証の結果変更されなかった計画も、正統性
を高めることになる。

森林、樹林地、農地等の保全、施設緑地、都市緑化など
により府域面積の4割の緑地を確保

◇見直しの必要性

建築制限の期間を考慮することなく、損失補償の必要がないとする考えは大いに疑問

北部・東部・南部大阪都市計画区域マスタープラン（平成23年3月）

長期の都市計画制限に係る訴訟提起(平成17年 盛岡事件 最高裁 補足意見）

公園・緑地・墓園は絶対量が不足しているものの、「都市のみどり」の観点では、他の手法により創出され
たみどりが一体的に評価されていないことから、都市計画公園・緑地・墓園だけでなく、施設緑地や地域
制緑地等を一体的に評価する仕組みを検討
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大規模公園に相当する市町村公園・緑地
⇒本方針の適用可能

それ以外の市町村公園・緑地
⇒機能・規模、見直しの視点、評価内容を十分検討の
上、改めて方針を作成する必要あり

◇市町村公園・緑地の見直しについて



第５章 評価方法

◇評価方法の整理 ◇評価方法概念図

第６章 評価の進め方
◇公園緑地としての必要性の評価

●未着手区域のブロックごとに、そのブロックが
求められている機能のみを評価

●施設計画の見直しも含めて再検証を行う

●評価の際は適宜図化し、評価内容を補足

（１）みどりの効果 （２）都市計画上の確認

◇公園緑地機能の代替性の評価

◇公園緑地としての実現性の評価

●買収の難易度、コスト、府域における整備の
優先順位等を考慮し実現性の高さを判断

●実現性が高い場合は都市計画公園・緑地
として整備

●実現性が低い場合は整備判断を保留

●「保留」の場合、概ね10年ごとの見直しの中
で社会経済情勢等の変化に合わせ、将来
的に必要性と権利制限期間とのバランスを
考慮のうえ再検証

◇新たな土地利用に対する配慮についての検討

◇今後の運用について

【代替手法の事例】

（１）地域制緑地
緑地保全地域、特別緑地保全地区、
風致地区、景観形成地区、農用地区域
生産緑地、市民農園等

（２）その他代替策
墓地、寺・神社、学校等公共施設

【評価方法】

【評価方法】

●機能カテゴリーごとに他機能との関連性も
含めた総合評価

●適宜図化し、評価内容を補足

（１）すでに土地利用規制により担保されている場合
緑地協定、風致地区、景観形成地区等

（２）現況土地利用から不要と判断できる場合
墓地、寺社、学校等公共施設等

【配慮が不要な場合】
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●以下の視点を踏まえ、関係部局等と協議を行い
ながら見直しの手続きを進める
①代替する他の手法の実現性
②都市計画公園・緑地の変更に関連した
周辺市街地との整合
③廃止後の土地利用に対する配慮が望ま
しい場合の措置

●社会経済情勢の変化に応じ、概ね10年に一度
見直しを行う

見直しの基本
方針の策定

見直し手続き

見直し後の評価

更なる見直しの
検討

※保留区域の
対応方針の
明確化

※保留区域の
対応方針の
明確化

※整備区域の進捗
状況による評価

※整備区域の進捗
状況による評価

見直しのイメージ図

◇見直しの流れ（フロー）

【配慮が必要な場合】

（１）市街化調整区域農地
(対策例）農地維持 → 農用地区域等

上記以外 → 地区計画、府民協働等

※１ 都市計画決定されており、府に都市計画権限がある
公園を対象

※２ 都市計画法第59条の規定により、都市計画事業と
して整備を行う区域として認可を受けた区域

※３ 地形地物等により分かれている一団のブロックを対象
とする

※４ そのブロックが求められている機能のみを評価する

※２

※３

※４

※１


